
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度 事 業 報 告 書

1 事業の成果

2022年度は、法人設立のための手続きについて想定以上に時間を要 したため、具体的な活動を実施

するための準備期間に充当した。

よって、2022年度は 2023年度以降の本格稼働に向けた検討にリソースを集中させた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  0  1千円)

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

子 ど もに 対 す る支
援・教育事業

具体的な事業は実
施 していないもの
の、調布市で実施
されている産学官
連携 「つなが り創
出による高齢者の
健康増進プ ロジェ
ク ト」 (東京都 3C
事業)と 、補助金
終了後の事業継続
に関す るミーティ
ン グ を重 ね て お
り、今後当法人の
具体的な関与につ
いて引き続 き検討
キ ス

また、神奈川県の
企業より、地域活
性 化 と子供 の栄
養・食事改善のた
めの取 り組みに関
する相談を受けて
お り、具体的な進
め方について検討
を開始した。

高齢者に関す る健康
増進事業

地域住民のつなが り

創出 。活性化に関わる

事業

地域住民か ら取得 し

たデータ利活用に関

する事業

その他 目的を達成す

るために必要な事業

足 款 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

物品 。飲食の

販売事業
当年度は実施 していない。

ホ ー ム ペ ー

ジ 。SNSへの広

告掲載事業

当法人のホームページを開設 していないため、

ホームページの掲載内容や作成委託先につい

て検討 した。
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書式第 13号 (法第 28条関係)

2022年度 活動計算書 (その他事業が左い場合 )

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ソーシヤルイノベーション協奏バンク

科 目 金  額 小計・合計

1,600,000

受取寄附金 1,600,000

1.600.000

【B

経

当 期 経 常 増 減 1籠 【A】 ― 【B】 ・・・① 1 600.000

【C】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計

:外 費 用

:用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【c】 ― rD】 ・・・②

1,600,000

次 期 経 繊 T峡 財 産 箱 (Э ―の +C)

正税

1.600.000

経 常 収 益 計

2

法人税、



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年度 貸借対照表
特定非営利活動法人ソーシヤルイノベーション協奏バンク

事 業 報 告 用

科 目 金   額 小計・合計

1,600,000

1,600,000

【A

【A】 資 産 合 計 ①+② 1,600,000

【B一 ¬ の

負 0

1,600,000

【B-2

正 味 財 産 合 計 1,600,000

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 1,600,000

現金預金

2

(3)

1

2



16 28

2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ソーシャルイノベーション協奏バンク

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

重要な会計方針の変更はありません。

(2)固定資産の減価償却の方法

重要な会計方針の変更はありません。

(3)引 当金の計上基準

重要な会計方針の変更はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

重要な会計方針の変更はありません。

(5)消費税等の会計処理

重要な会計方針の変更はありません。

2. 事業別損益の状況

(単位 :円 )

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

施設の提供等の物的サービスの受入はありません。

（５

科 目

特定非営利

活動に係 る
音 当

その他事業 事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1・ 受取寄附金

経常収益計

Ⅱ 経常費用

(1)人件費

人件費計
(2)そ の他経費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

1,600,000

1,600,000

0

0

1,600,000

1,600,000

0

0

1,600,000

1,600,000

0 0 0 0 0

1,600,000 1,600,000 1,600,000



4

5

´
０

使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等はありません。

固定資産の増減内訳

固定資産の増減はありません。

借入金の増減内訳

借入金の増減はありません。

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

当年度の費用は発生していません。

その他の事業に係る資産の状況

当年度の費用は発生 していません。

７

，

Ｒ

）



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人ソーシャルイノベーション協奏バンク

科 目 金  額 小  計 合   計

1,600,000

1,600,000

1

2

(3)投資その他の資産

(1) 産

2

現金預金

住信SBIネ ット銀行普通預金

:  1,600,000【A】 資 産 合 計 ①+②

0

【B-1 の

0

0【B-1】 負 債 合 計 ③+④

:  1,600,000【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

間 申 管 産合 計  ・ ・ ・0)

¬

2



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

:壁亘:塑!昼:当型堕:妻L法:△二と二_シニ:」と:■∠∠主:ニシ三:二:4堕:羞望主と12_

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期 間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 監事

-?yl: *ta 2022年 11月 11日

2022年■2月 31日

年 月

月

日

日年松尾 修

o監
事

オオカワラ カズノ

リ
2022年 11月 11日

2022年 12月 31日

年  月  日

年 月 日大河原 一憲

o監
事

ホリグチ シンゴ 2022年 11月 11日

2022年 12月 31日

年  月  日

年   月   日堀口 真吾

／
４
■ o監

事

ヨシダ ミサ ト 2022年 11月 11日

2022年 12月 31日

年  月  日

年    月    日吉田 美里

〇
監事

カサハラ ユウジ 2022年 11月 11日

2022年 12月 31日

年

年

月

月

日

日笠原 裕司

ｒ
Ｏ

〇
監事

マツウラ ナオコ 2022年 11月 11日

2022年 12月 31日

年 月

月

日

日年松浦 奈緒子

ナカダ ツバサ 2022年 11月 ll日

2022年 12月 31日

奪二  月   日

年 月 日中田 翼

8 理事
〇

ヤマダ リョウスケ 2022年 11月 11日

2022年 12月 31日

年 月

月

日

日年山田 良輔

9 理事 。監事

年

年

月 日

日月

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年

年

月 日

日月

年 月

月

日

日年

〇
監事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人ソーシヤルイノベーション協奏バンク

氏    名

1 松尾 修

2 大河原 一憲

3 真鍋 美薫

4 笠原 裕司

5 松浦 奈緒子

6 中田 翼

7 込山 立人

8 千田 聡

9 大前 勝巳

10 大深 啓佑


